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（案）
ふくしま食の安全・安心対策プログラム

（第２期）

本県においては、これまで平成１４年に策定した「福島県食品の安全確保に

係る基本方針」に基づくプログラムにより、食品の安全確保を図るため、食の安

全に関わる社会情勢の激しい変化に対応できるよう、３年ごとに見直しを行い

ながら、各事業の着実な実施に努めてきたところでありますが、平成２３年３月

１１日に発生した東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴

う放射性物質の放出により、本県における食品を取り巻く状況は大きく変化し、

プログラムの計画的な実施も困難な状況となりました。

このことから、平成２４年１１月、食品中の放射性物質対策も踏まえた「ふくし

ま食の安全・安心に関する基本方針」と本プログラム（平成２４年度から平成

２６年度までの３か年計画）を策定して、改めて食品の安全の確保と安心の実

現に向けて取り組んでまいりましたが、本プログラムが平成２６年度で終了した

ことから、食品のさらなる安全確保及び県民の食品に対する不安を解消するた

め、第２期プログラムを策定し、食品関連事業者、消費者及び行政が協働し

て、引き続き、生産から消費に至る一貫した食の安全・安心対策を推進するこ

ととします。

このプログラムは、「ふくしま食の安全・安心に関する基本方針」に沿って、

基本施策である３本の柱を基に、県及び中核市が実施する食の安全・安心

に関する各事業を体系化し、基本理念である「ふくしまにおける食の安全の確

保と安心の実現」に向けて取り組む具体的な行動計画です。

プログラム（第２期）の期間は、平成２７年度から平成２９年度までの３カ年と

します。

「ふくしま食の安全・安心推進会議」は、各種施策の進捗状況を把握する

など、プログラムの進行管理を行います。

また、消費者、生産者・製造者・流通業者、学識経験者で組織する「ふくしま

食の安全・安心推進懇談会」における意見を施策に反映させます。

なお、食を取り巻く情勢の変化や制度改正等により、目標の修正や新たな取

り組みなどが必要な場合は、本プログラムの見直しを行います。

１ 策定の趣旨

２ プログラムの性格

３ プログラムの期間

４ プログラムの進行管理
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頁

① 農薬適正使用の推進(防除履歴の確認） 【環境保全農業課】 ・・・８

② 食の安全・安心の推進（ＧＡＰの推進） 【環境保全農業課】 ・・・８

③ 「環境と共生する農業」の啓発 【環境保全農業課】 ・・・８

④ 有機栽培等の推進 【環境保全農業課】 ・・・９

⑤ 死亡牛のＢＳＥ検査の推進 【畜産課】 ・・・９

⑥ 安全・安心きのこ栽培の推進 【林業振興課】 ・・・９

⑦ 元気な産地づくり推進事業 【園芸課】 ・・・９

① 食品製造・加工に関する技術相談 【産業創出課】 ・・・10

② 食品の高度衛生管理（ＨＡＣＣＰ）の推進 ・・・10

【食品生活衛生課・中核市】

③ 飲料水関係施設の衛生確保 【食品生活衛生課・中核市】 ・・・10

① 農薬適正使用の推進(啓発・指導) 【環境保全農業課】 ・・・11

② 県産米のカドミウム対策 【水田畑作課】 ・・・11

③ 魚類防疫指導 【水産課】 ・・・11

④ 貝毒検査指導 【水産課】 ・・・11

⑤ 水産物産地市場衛生管理指導 【水産課】 ・・・11

⑥ 動物薬事監視・指導 【畜産課】 ・・・11

⑦ 飼料の安全確保強化の指導 【畜産課】 ・・・12

５ プログラムの体系

(1) 安全な食品の生産と供給

ア 安全な農林水産物の生産と供給

(2) 生産から消費に至る監視・指導の強化

イ 安全な食品の製造加工

ア 生産段階における監視・指導の強化

１ 生産から消費に至る食の安全を確保します。
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② 食中毒の予防対策 【食品生活衛生課・中核市】 ・・・13
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⑤ 集団給食施設の監視・指導 【食品生活衛生課・中核市】 ・・・13

⑥ 学校給食施設衛生管理指導 【健康教育課】 ・・・13

① 市場・大型小売店等の食品調理・販売施設の監視・指導 ・・・13

【食品生活衛生課・中核市】

② 卸売市場の品質管理指導 【農産物流通課】 ・・・13

③ 米トレーサビリティ法に基づく監視・指導 【環境保全農業課】 ・・・13

① 市場・大型小売店等における輸入食品の監視・指導 ・・・14

【食品生活衛生課・中核市】

① 食品の製造施設及び食品調理・販売施設の監視・指導 ・・・15

【食品生活衛生課・中核市】

② 適正表示推進者養成講習会 【郡山市】 ・・・15

③ 食品表示の適正化指導（製造段階） 【環境保全農業課】 ・・・15

④ 食品表示の適正化指導（流通販売段階） 【環境保全農業課】 ・・・15

⑤ 表示等適正化事業 【消費生活課】 ・・・16

⑥ 表示制度の徹底、相談・普及 【健康増進課】 ・・・16

イ 製造・加工段階における監視・指導の強化

ウ 流通・販売段階における監視・指導の強化

エ 輸入食品に対する監視・指導の強化

(3) 食品表示の適正化の推進
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【食品生活衛生課・中核市】

⑥ 畜水産食品中の抗生物質等モニタリング検査 ・・・17

【食品生活衛生課・中核市】

⑦ 食品中の残留農薬検査 【食品生活衛生課・中核市】 ・・・18
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(4) 食の安全を確保するための検査体制の充実

(5) 食の安全に関する調査研究の推進
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④ 山菜・きのこによる食中毒防止等の啓発活動 【林業振興課】 ・・・21

⑤ ファックスネットワーク事業 【郡山市】 ・・・22

⑥ 食品衛生ミニ情報事業 【郡山市】 ・・・22
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【郡山市】
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③ 食の安全に関するフォーラム等の開催 【いわき市】 ・・・23
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２ 行政、食品関連事業者及び消費者の情報共有と

相互理解を図り、信頼関係を構築し食の安心を実現します。

(1) 食の安全に関する情報の共有と普及啓発の推進

(2) 食の安全に関するリスクコミュニケーションの促進

(3) 食の安全に関する県民の意見の施策への反映
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(2) 食品中の放射性物質検査と測定結果の情報発信

(1) 安全な食品の生産に向けた放射性物質対策
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１ 生産から消費に至る食の安全を確保します。

（１）安全な食品の生産と供給
食品の安全性を確保するためには、生産者や製造加工者自らが食の安全に

関する理解を深め、自主的に取り組むことが必要であることから、その取組

を促進して、安全な食品の生産と供給を図ります。

ア 安全な農林水産物の生産と供給

生産者自ら実施する栽培管理や衛生管理等に関する技術の普及を図り、

生産者の自主的な取組を促進して、安全な農林水産物の生産と供給を図り

ます。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ ＧＡＰ（農業生産工程管理）取組産地数 １６６産地（26年度実績） ⇒ １８６産地

○ 有機栽培・特別栽培面積（水稲） ３，６５６ha（26年度実績） ⇒ ５，０００ha

【具体的な取組み】

① 農薬適正使用の推進（防除履歴の確認） ［環境保全農業課］

農産物の生産段階での農薬散布履歴の記帳はもとより、ＪＡ等生産団体が

農産物出荷前に農薬使用履歴をチェックする体制を整備するようにしています。

② 食の安全・安心の推進（ＧＡＰの推進） ［環境保全農業課］

県産農産物の生産段階における安全確保に向け、 ＧＡＰ（農業生産工程管理）

の推進導入を図ります。

ＧＡＰは、Good Agricultural Practiceの略で、日本語では

「農業生産工程管理」と訳され、「ギャップ」と読みます。

農産物の生産から出荷に至るすべての農作業の工程で、人の健康に

悪影響を及ぼすような危害が発生しな

いように、安全性などをチェックし、

管理する手法のことです。

また、この手法により環境の保全や

農産物の品質向上、労働者の安全確保

にも役立ちます。

③ 「環境と共生する農業」の啓発 ［環境保全農業課］

たい肥等を活用した土づくりや化学農薬・肥料の削減を一体に行う「持続性の

高い農業生産方式」の導入を促進し、これらの技術を導入する「エコファーマー」

を育成することにより環境と共生した農業を積極的に普及します。

６ 事業・取組の概要及び目標



- 9 -

④ 有機栽培等の推進 ［環境保全農業課］

有機栽培・特別栽培による産地づくりを進めるため、有機栽培・特別栽培に

関する農業者、消費者、流通関係者、行政機関等の関心と理解の促進に努めます。

有機栽培とは農地の自然循環機能の維持増進を図って、化学農薬、

化学肥料に頼らずに作物を栽培する方法です。やむを得ない場合に限

って、有機ＪＡＳ規格に規定された資材を使って栽培することができ

ます。また、有機農作物を販売する場合は、認定機関による認証が必

要です。認定には有機農産物の日本農林規格（有機ＪＡＳ規格）が

適用されます。

特別栽培は県が定めた、地域別に、一般栽培における農薬の成分ご

との散布回数と化学肥料の量を半分以下にして栽培する方法です。

この場合、生産の過程で使用した農薬を明記して表示することが求め

られます。

⑤ 死亡牛のＢＳＥ検査の推進 ［畜産課］

畜産物の安全性を確保するため、「牛海綿状脳症対策特別措置法」の規定に基づき、

死亡牛についてＢＳＥ（牛海綿状脳症) 検査を実施するとともに、 ＢＳＥの原因究明

を行います。

ＢＳＥとは、Bovine Spongiform Encephalopathyの略で、異常プリオ

ン（タンパク質）により、牛の脳の組織が海綿状（スポンジ状）になる

牛海綿状脳症という牛の病気のことです。この病気は、昭和６１年に英

国で発見され、世界各地に広がり、我が国では、平成１３年９月に初め

て確認されました。農場で飼育されている牛が食肉になる際には、「牛

海綿状脳症対策特別措置法」及び「と畜場法」に基づき、ＢＳＥ（スク

リーニング）検査が実施されていますが、農場で病気や事故等により、

死亡した牛についても、平成１６年４月より「牛海綿状脳症対策特別措

置法」に基づき、24ヶ月齢以上の全ての死亡牛についてＢＳＥ検査が行

われておりいます。（平成２７年４月から、検査対象対象月齢が48ヶ月

齢となっています。）

この検査結果は、ＢＳＥの汚染状況を把握するとともに、そのまん延

防止対策や新たな発生の予防対策に用いられます。また、死亡牛につい

ては、その全てが廃棄物として処分され、決して食用や飼料用等に回る

ことはありません。

⑥ 安全・安心きのこ栽培の推進 ［林業振興課］

安全・安心なきのこ栽培を推進するため、放射性物質対策を盛り込んだ

福島県安心きのこ栽培マニュアルに基づく栽培方法の指導を実施します。

⑦ 元気な産地づくり推進事業 ［園芸課］

県及び関係団体で構成する新たなふくしまの未来を拓く園芸振興プロジェクトにお

いて、安全・安心の確保と販売対策強化の取組を推進するとともに、県オリジナル品

種の全県的な普及・拡大を図り、「ふくしまの恵みイレブン」の主力品種として、栽培

面積、出荷量の早期拡大を図ります。
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イ 安全な食品の製造加工

安全な食品の製造加工のために、衛生管理等に関する技術の普及を図り、

製造加工者の自主的な取組を促進します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ ＨＡＣＣＰ承認施設における不良食品発生件数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件

【具体的な取組み】

① 食品製造・加工に関する技術相談 ［産業創出課］

多様化する消費者ニーズに対応して食品加工の現場で生じる様々な技術的課題に

対し、適切なアドバイスを行います。

② 食品の高度衛生管理（ＨＡＣＣＰ）の推進 ［食品生活衛生課・中核市］

食品製造施設において、高度衛生管理（ＨＡＣＣＰ）導入施設に対し、専門的な

監視・指導等を実施し、当該施設で製造される食品の安全確保を図ります。

食品の製造・加工工程のあらゆる段階で発生する恐れのある微生物汚染

等の危害をあらかじめ分析（Hazard Analysis）し、その結果に基づいて、

製造工程のどの段階でどのような対策を講じればより安全な製品を得ること

ができるかという重要管理点（Critical Control Point）を定め、これを連続的

に監視することにより製品の安全を確保する衛生管理手法のことです。

このＨＡＣＣＰ手法の考え方を取り入れた食品の製造過程（総合衛生管理

製造過程）は、平成７年、食品衛生法の改正により営業者の任意の申請に

よる厚生労働大臣の承認制度として創設されました。

③ 飲料水関係施設の衛生確保 ［食品生活衛生課・中核市］

飲料水及び食品の製造に使用する原材料や器具・機材等の洗浄水として供給され

る水道水等の安全を確保するため、水道施設や井戸水源等の適正な管理について、

指導・助言を行います。
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（２）生産から消費に至る監視・指導の強化
食品の安全性を確保するため、生産から消費に至る各段階において、これに

関わる生産者、食品関連事業者に対する監視・指導を行います。

ア 生産段階における監視・指導の強化

生産者に対して、農薬、動物用医薬品等の適正使用に関する助言指導など、

安全な農林水産物の生産に向けた安全管理の指導を強化します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品衛生法に基づく検査での残留農薬違反件数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件

○ 養殖出荷魚の残留薬品の検出回数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件

○ 毒化貝類の出荷件数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件

○ 動物用医薬品の製造・販売業者の適法状況割合 １００％（26年度実績） ⇒ １００％

【具体的な取組み】

① 農薬適正使用の推進（啓発・指導） ［環境保全農業課］

福島県農薬適正使用推進方針に基づき、全県的には福島県農薬適正使用推進会議、

農林事務所単位で地方農薬適正使用推進会議を設置して、農業者、関係団体等に農薬

の適正使用を推進していきます。

② 県産米のカドミウム対策 ［水田畑作課］

米のカドミウム濃度が基準値(0.4ppm未満)を超えないための営農対策を行います。

栽培管理・土壌管理（土壌改良資材の施用）等の営農指導、客土及び転作誘導を

指導します。

③ 魚類防疫指導 ［水産課］

内水面水産試験場実施の講習会・巡回指導を通じて、県内養殖業者に対し水産用

医薬品等の使用が適正にされるよう指導を行い、養殖水産物の安全を確保します。

④ 貝毒検査指導 ［水産課］

生産段階での貝類の安全性を確保するため貝毒の検査を実施し、毒化貝類の出荷を

防止します。

⑤ 水産物産地市場衛生管理指導 ［水産課］

安全な水産物を出荷するため、産地市場関係者に対して様々な機会を利用し、衛生

管理の徹底を図ります。

⑥ 動物薬事監視・指導 ［畜産課］

動物用医薬品の適正流通を図り、畜産物の安全性を確保するため、県内の動物用

医薬品等製造業者及び販売業者に対し、動物用医薬品の適正販売等監視・指導のため

の立入検査を実施します。
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農場などにおいて飼育されている牛、豚、鶏などの畜産動物や養殖

魚に対して、病気の治療や予防のために使用される抗生物質や寄生虫

駆除剤等の薬品のことです。

⑦ 飼料の安全確保強化の指導 ［畜産課］

飼料及び飼料添加物の安全性を確保するため、県内の飼料製造及び販売者に対し、

飼料及び飼料添加物の製造販売の安全性に係る立入検査を実施します。

飼料の品質低下の防止、飼料の栄養補助、

飼料が含有している栄養成分の有効な利用

促進を目的として、飼料に添加、混和など

させている薬剤や栄養素のことです。

イ 製造・加工段階における監視・指導の強化

食品の製造・加工施設及び大規模調理施設等に対する監視・指導を強化し、

不良食品や食中毒防止対策の徹底を図ります。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品製造施設に起因する不良食品発生件数 ４２件（２６年度実績） ⇒ ２１件以下

○ 食品営業施設・給食施設での食中毒発生件数 １１件（２６年度実績） ⇒ ６件以下

【具体的な取組み】

① 食品製造施設の監視・指導 ［食品生活衛生課・中核市］

福島県、郡山市及びいわき市は、それぞれが策定した「食品衛生監視指導計画」

に基づき、衛生的な施設管理が図られるよう、食品製造施設の監視・指導を実施し、

不良食品の製造を防止します。

食品衛生法第２４条の規定により、都道府県知事、保健所を設置する市長な

どは、毎年度、翌年度の当該自治体が行う監視指導の実施に関する計画を定

めることとされており、この計画が「食品衛生監視指導計画」です。

この計画には、以下のことが定められています。

１）重点的に監視指導を実施すべき項目に関する事項

２）食品等事業者に対する自主的な衛生管理の実施に係る指導に関する事項

３）隣接する自治体等その他関係行政機関との連携の確保に関する事項

４）その他監視指導の実施のために必要な事項
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② 食中毒の防止対策 ［食品生活衛生課・中核市］

旅館、仕出し屋、弁当屋等の大量調理施設の監視、食品の検査、衛生講習会等

により、食中毒発生の未然防止を図ります。また、食中毒発生時において、迅速

かつ的確な調査を実施し発生原因及び原因施設を特定するとともに再発防止を指

導します。

③ 県特産食品製造施設の監視・指導 ［食品生活衛生課・中核市］

県特産食品における不良食品が市場等へ出荷、流通販売されないよう、県内各地

の特産食品製造施設を監視・指導するとともに、製造者を対象に衛生講習会を実施

します。

④ 特定給食施設管理事業 ［健康増進課］

健康増進法に基づく給食施設の指導を実施することにより、給食の栄養状況の

改善を図ります。

⑤ 集団給食施設の監視・指導 ［食品生活衛生課・中核市］

学校給食施設、保育所、社会福祉施設、病院等の給食施設の立入検査を実施し、

安全な給食の提供が図られるよう、衛生指導を行います。

⑥ 学校給食施設衛生管理指導 ［健康教育課］

学校給食施設を訪問し、「学校給食実施基準」や「学校給食衛生管理基準」の遵守

状況について指導・助言を行います。

ウ 流通・販売段階における監視・指導の強化

卸売市場や大規模小売店等の食品販売施設における監視・指導を強化し、

食品の衛生管理の徹底を図ります。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○食品の流通販売施設に起因する不良食品 １６件（26年度実績） ⇒ ８件以下
発生件数

【具体的な取組み】

① 市場・大型小売店等の食品調理・販売施設の監視・指導［食品生活衛生課・中核市］

食品の取扱い量の多い市場、大型小売店（調理部門を含む）及び仕出し・弁当屋に

おいて、衛生的な食品の取扱い、適正な食品の保存方法及び表示の実施について監視・

指導を実施し、不良食品を排除します。

② 卸売市場の品質管理指導 ［農産物流通課］

食品を安全に流通させるため、地方（その他）卸売市場の開設者をはじめとする

関係者に対し意識啓発セミナーを開催します。

③ 米トレーサビリティ法に基づく監視・指導 ［環境保全農業課］

集荷業者、米殻卸業者、小売業者及び外食店等に対する巡回調査等を実施し、適正

な米殻流通に向けた指導・啓発等を行います。



- 14 -

エ 輸入食品に対する監視・指導の強化

輸入食品の流通状況等の正確な情報収集を実施するとともに、輸入食品の

流通・ 販売施設及び輸入食品を原料とする食品製造施設等の監視・指導を強化

します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 輸入食品での不良食品発生件数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件

【具体的な取組み】

① 市場・大型小売店等における輸入食品の監視・指導 ［食品生活衛生課・中核市］

輸入食品の取扱い量が多く流通販売の拠点となる市場及び大型小売店の監視・指導

を実施し、輸入違反食品を排除します。また、食品製造施設の監視時において、輸入

食品を原材料として使用している実態が確認された場合は、当該輸入食品の表示等を

調査し、違反食品の使用を未然に防止します。
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（３）食品表示の適正化の推進
生産、製造・加工及び流通販売施設での食品表示の確認検査等を実施し、

関係法令に基づいた適正な表示の指導を強化します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品表示法に基づく表示不良食品の発生件数 ５７件（26年度実績） ⇒ ２８件以下

【具体的な取組み】

① 食品の製造施設及び食品調理・販売施設の監視・指導 ［食品生活衛生課・中核市］

食品製造施設及び食品調理・販売施設に対し、立入調査を行い、食品の製造工程に

おいて、適正な表示がなされているか、また、食品の調理・販売施設において、適正

に表示された食品が販売されているか、食品関連事業者等に対して、HACCP(危害分析・

重要管理点)方式の衛生管理を取り入れた衛生管理について助言・指導を行い、製造

から流通販売までの段階における適正な食品表示の徹底を図っていきます。

② 適正表示推進者養成講習会 ［郡山市］

関係機関（東北農政局福島地域センター、福島県県中農林事務所、福島県県中地方

振興局）と連携し、加工食品の適正な表示を推進する中心的人材を養成する講習会を

開催します。

③ 食品表示の適正化指導（製造段階） ［環境保全農業課］

適正な食品表示を推進するため、県内の食品加工業者に対して、食品表示法に基づ

く調査等を実施し食品の適正表示を指導します。

④ 食品表示の適正化指導（流通販売段階） ［環境保全農業課］

適正な食品表示を推進するため、県内の生鮮食品業者に対して、食品表示法に基づ

く調査等を実施し、食品の適正表示を推進します。

国（内閣府消費者庁）は、平成23年9月から平成24年8月にかけて「食

品表示一元化検討会」を開催し、食品表示に関する一元的な法律の制定

に向けて検討を行ってきました。

国は、上記検討会からの報告書を受け、平成25年6月、「食品表示法」

を制定し、本法は、平成27年4月1日より施行されています。。

食品表示法第４条に基づく「食品表示基準」（内閣府令第10号）が平

成27年3月20日に公布され、これまでの５８の食品基準が、１つの基準

に統合されました。

（基準の概要）

① 食品の分類を、「加工食品」、「生鮮食品」、「添加物」の３つに区分して、

それぞれの分類ごとに、食品関連事業者等が表示すべき事項を規定してい

ます。

② 表示すべき事項としては、従前どおり、名称、アレルゲン、保存の方法、

消費期限又は賞味期限、原材料、添加物、栄養成分の量及び熱量、原産

地、内容量等が規定されています。
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新たな食品表示制度 （平成２７年４月１日より施行）

※このほか、景品表示法（虚偽、誇大な表示の禁止）、不正競争防止法（不正な競争の防止）、

計量法（適正な計量の実施を確保）なども食品表示に関係します。

（出典：消費者庁ホームページ、いわき市保健所ホームページ）

⑤ 表示等適正化事業 ［消費生活課］

景品表示法に基づき、被疑事案について、調査、指導を行い、不当景品類・不当表示

を防止します。

⑥ 表示制度の徹底、相談・普及 ［健康増進課］

健康増進法に係る栄養表示基準、特別用途食品、いわゆる健康食品の表示等について

適正なものとするため、食品営業者（製造者や販売者、広告を行う者等）を対象とした

相談・指導、講習会等における普及を行います。

特別用途食品とは、乳児、幼児、妊産婦、病者など

の発育、健康の保持・回復などに適するという特別の

用途について表示するものです。特別用途食品として

食品を販売するには、その表示について国の許可を

受ける必要があります。

特別用途食品には、病者用食品、妊産婦・授乳婦用

粉乳、乳児用調製粉乳及びえん下困難者用食品があります。

表示の許可に当たっては、許可基準があるものについてはその適合性を

審査し、許可基準のないものについては個別に評価を

行っています。健康増進法に基づく「特別の用途に適

する旨の表示」の許可には、特定保健用食品（食生活

において、特定の保健の目的で摂取するものに対し、そ

の摂取により当該保健の目的が期待できる旨の表示
をする食品）も含まれます。
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（４）食の安全を確保するための検査体制の充実
食品検査施設等における検査の精度管理の徹底を図るとともに、生産、製造・

加工、流通・販売段階及び学校や社会福祉施設における消費段階において、幅広

く食品の検査を行い、違反食品の排除を図るなど、食品の安全性を確保します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 福島県試験検査精度管理における ２件（26年度実績） ⇒ ０件
検査値の逸脱施設数

○ 食品衛生法上の不良食品発生件数 ９件（26年度実績） ⇒ ４件以下

(規格基準違反件数）

【具体的な取組み】

① 福島県試験検査精度管理 ［薬務課］

県内の検査機関の検査精度の確保を図る目的で精度管理事業を実施するとともに、

食品及び細菌項目参加機関における検査結果の信頼性の確保を図ります。

② 食品検査ＧＬＰの実施 ［薬務課］

衛生研究所の検査結果の信頼性を確保するため、毎年度、外部精度管理事業に参加し、

検査精度の維持向上に努めます。

ＧＬＰ（ジーエルピー：Good Laboratory Practice（試験検査の業

務管理）とは、検査施設ごとに検査の作業手順や記録方法などについ

て具体的に管理する基準を定め、それに基づき作業が適正に行われて

いるかどうかを、検査の業務に関わらない第三者が確認し、検査結果

の信頼性を確保するシステムのことです。

③ 学校給食の自主点検の実施 ［健康教育課］

「学校給食衛生管理基準」に基づき、学校給食施設で調理加工された食品について、

細菌等の検査を実施し、食中毒の防止を図ります。

④ 学校給食食材の定期点検 ［健康教育課］

「学校給食衛生管理基準」に基づき、給食用食材の点検を実施し、食中毒の防止を図

ります。

⑤ 食品の病原微生物・有害化学物質の検査 ［食品生活衛生課・中核市］

畜産食品における食中毒菌等の病原微生物、水産食品におけるウイルス、貝毒、腸炎

ビブリオ等、県産米のカドミウムの検査を実施し、不良食品の排除に努めます。

⑥ 畜水産食品中の抗生物質等モニタリング検査 ［食品生活衛生課・中核市］

食肉、卵、牛肉、魚介類等の畜水産物について、残留抗生物質等のモニタリング検査

を実施し、不良食品の排除に努めます。
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⑦ 食品中の残留農薬検査 ［食品生活衛生課・中核市］

県内に流通する県内・県外及び輸入農産物における農薬の残留度を測定し、その使用

実態を把握し、不良食品の排除に努めます。

⑧ 食品添加物の適正使用取締り ［食品生活衛生課・中核市］

使用頻度の高い食品添加物を重点的に検査し、不良食品を排除するとともに、製造者

等に対し適正使用の指導を行い、不良食品の流通を未然に防止します。

⑨ 食品等の腸管出血性大腸菌汚染実態調査 ［食品生活衛生課・中核市］

食品の汚染実態を調査し、汚染食品の提供販売を防止し、食中毒の未然発生防止に努

めます。

⑩ 遺伝子組換え食品の検査 ［食品生活衛生課］

遺伝子組み換え食品については、平成１３年４月より安全性審査が法的に義務付けさ

れ、使用の有無を消費者に明らかにするため、表示も義務化された。これに伴い、県内

流通食品のモニタリング検査を実施し、違反食品の流通防止に努めます。

遺伝子組換え食品とは、細菌等の遺伝子の一部を切り取り、その構成要素

の並び方を変え、もとの生物の遺伝子に戻したり、別の種類の生物の遺伝子

に組み入れたりする技術を遺伝子組換え技術といい、この技術を応用して害

虫や病気に強いなど、品種改良した農産物又はそれを原料とした食品のこと

です。

遺伝子組換え食品に関しては、平成１３年４月

から安全性審査と表示が義務付けられています。

これまで厚生労働省によって安全性審査を経

たものとしては、トウモロコシ、なたね、ジャガイモ

などの農作物７作物と、キモシン、α-アミラーゼ

などの食品添加物６品目があります。

（厚生労働省パンフレット）

⑪ 食肉衛生検査 ［食品生活衛生課・郡山市］

と畜検査及び食鳥検査を実施し、違反食肉等の流通販売を防止するため、検査員が、

牛、馬、豚、めん羊、山羊及び食鳥の生体検査、解体検査、内臓検査等を実施します。

⑫ と畜場における病原微生物等モニタリング検査 ［食品生活衛生課・郡山市］

と畜場で処理される食肉について腸管出血性大腸菌O157、サルモネラ等のモニタリン

グ検査を実施し、汚染状況を把握し、汚染食肉を排除します。

と畜場とは、と畜場法で定義する獣畜（牛、馬、豚、めん羊、山羊）を

食用に供する目的でとさつし、又は解体するために設置された施設をい

います。
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⑬ ＴＳＥスクリーニング検査 ［食品生活衛生課・郡山市］

食肉の安全性を確保するため、と畜場に搬入される牛、めん羊及び山羊について、

スクリーニング検査を実施し、異常プリオンの有無を確認し、ＴＳＥ汚染牛等の流通

販売防止を図ります。

ＴＳＥとは、伝達性海綿状脳症（ＴＳＥ：Transmissible Spongiform Encep

halopathy）という、異常化したプリオン（タンパク質）が主に脳に蓄積する

ことによって、脳の組織がスポンジ状になり、異常行動、運動失調などの

中枢神経症状を呈し、死に至る病気です。牛の場合には、ＢＳＥと呼ばれ

ています。我が国では、牛のＴＳＥスクリーニング検査（いわゆるＢＳＥ

スクリーニング検査）は、平成１３年１０月より、すべての牛を対象に検査

が開始されました。その後、厚生労働省は、食品安全委員会のリスク評

価を受け、と畜場法施行規則を段階的に改正し、検査の対象となる牛及

びめん羊及び山羊について、以下のとおり検査対象月齢を規定しました。

＜牛＞

○平成１７年８月１日より、生後２１ヶ月齢以上が検査対象となる。

○平成２５年４月１日より、生後３０ヶ月齢超が検査対象となる。

○平成２５年７月１日より、生後４８ヶ月齢超が検査対象となる。

＜めん羊及び山羊＞

○平成１７年１０月１日１日から、生後１２ヶ月齢以上が検査の対象とな

る。

平成２５年４月１９日、厚生労働省は、各自治体に対して自主的に実施

している牛の全頭検査の一斉見直しを要請し、本県を含めた全国の自治

体では、牛のＴＳＥスクリーニング検査を生後４８ヶ月齢超として検査を実

施しています。

⑭ 食鳥処理場における病原微生物等モニタリング検査 ［食品生活衛生課］

鶏肉についてカンピロバクター、サルモネラ等のモニタリング検査を実施し、汚染

状況を把握し汚染鶏肉を排除します。

⑮ と畜・食鳥処理場における動物用医薬品等モニタリング検査

［食品生活衛生課・郡山市］

と畜場及び食鳥処理場において処理される食肉及び鶏肉について、動物用医薬品

（抗生物質、合成抗菌剤及び内部寄生虫用剤）の残留検査を強化し、食品衛生法に

違反する食肉及び食鳥肉を排除します。
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（５）食の安全に関する調査研究の推進
食品の安全確保に向けた技術開発、調査研究等の推進を図るとともに、

環境汚染物質等による環境及び食品への影響や汚染実態を把握します。

【具体的な取組み】

① 化学物質発生源の周辺環境調査 ［水・大気環境課］

県内の一般環境中への排出量が比較的多い化学物質について、主要な発生源周辺の

環境濃度を調査し、事業者の自主的な化学物質の管理及びリスクコミュニケーション

への活用を促進します。

② 化学物質使用量等の実態調査 ［水・大気環境課］

化学物質使用事業者（ＰＲＴＲ法届出対象事業者、化学物質適正管理指針対象事業

者等）への調査等により、化学物質の適正管理及び使用実態の把握を促進します。

なお、ＰＲＴＲ法に基づき届出された化学物質排出量等を公表します。

PRTRは、Pollutant Release and Transfer Register（化学物質排出

移動量届出制度）の略称です。これは、有害性のある多種多様な化学物

質が、どのような発生源から、どれくらい環境に排出されたか、あるい

は廃棄物に含まれて事業所の外に運び出されたかというデータを把握

し、集計し、公表する仕組みです。

対象としてリストアップされた化学物質を製造したり使用したりして

いる事業者は、環境に排出した量と、廃棄物として処理するために事業

所の外へ移動させた量とを自ら把握し、年に1回国に届け出ます。

国は、そのデータを集計するとともに、届け出られた排出量以外に家

庭や農地、自動車などから環境に排出されている対象化学物質の量を推

計して、それらのデータを併せて公表します。PRTRによって、毎年どん

な化学物質が、どの発生源から、どれだけ排出されているかを知ること

ができるようになります。

③ ダイオキシン類の環境モニタリング調査 ［水・大気環境課］

大気、水質、土壌等の一般環境中のダイオキシン類濃度を調査し、環境基準等への

適合状況を確認します。なお、調査結果については、公表します。

平成11年7月16日に公布されたダイオキシン類対策特別措置法において、

ポリ塩化ジベンゾ－パラ－ジオキシン（PCDD）とポリ塩化ジベンゾフラン（PC

DF）にコプラナーポリ塩化ビフェニル（コプラナーPCB）を含めて“ダイオキシン

類”と定義されました。ダイオキシン類の主な発生源は、ごみ焼却による燃焼

ですが、その他に、製鋼用電気炉、たばこの煙、自動車排出ガスなどの様々

な発生源があります。

ダイオキシン類は意図的に作られる物質ではなく、実際に環境中や食品中

に含まれる量は超微量ですので、私たちが日常の生活の中で摂取する量に

より急性毒性が生じることはないと考えられます。
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２ 行政、食品関連事業者及び消費者の情報共有と相互理解

を図り、信頼関係を構築し食の安心を実現します。

（１） 食の安全に関する情報の共有と普及啓発の推進

食品による健康被害の情報や食の安全に関する検査の結果など、食品の安全

に関する情報について、各種広報媒体を活用して県民へ周知するとともに、

消費者及び事業者に対して食品の安全に関わる講習会等を実施して、食の安全

に対する意識の普及啓発を推進します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品営業施設等・家庭における食中毒 ２０件（26年度実績） ⇒ １０件以下

発生件数

（うち、毒きのこ等による食中毒発生件数） （ ２件（26年度実績） ⇒ ０件以下 ）

○ 講習会等で実施するアンケート調査において

「食の安全・安心が確保されている」と回答 ６３．２％ ⇒ 平成２６年度以上

した割合 （26年度実績）

【具体的な取組み】

① 消費者への教育 ［消費生活課］

消費者被害等の未然防止を図るため、ビデオの貸出やテレビ・ラジオによる広報に

より、消費生活に必要な知識・情報を提供します。

② 消費生活苦情処理体制の整備 ［消費生活課］

消費生活全般に関わる消費者からの苦情や消費者被害等に関する相談を受け、助言・

あっせんを行います。（食品安全に関する苦情等については、相談内容に応じて適切な

関係機関を紹介します。）

③ わかりやすい表示の相談・普及 ［健康増進課］

健康増進法に係る栄養表示基準、特別用途食品、いわゆる健康食品の表示等について、

消費者に正しい情報提供をすることで、食品選択に活用されるよう、相談や講習会等に

おける普及を行います。

④ 山菜・きのこによる食中毒防止等の啓発活動 ［林業振興課］

放射性物質検査により出荷等が制限されている山菜・きのこに関する情報提供や

山菜・きのこによる食中毒防止のため、県内直売所や県民を対象に関係機関を通じた

注意喚起や県ホームページなどによる普及啓発を行います。
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⑤ ファックスネットワーク事業 ［郡山市］

登録している食品関連事業者に対し、ファクシミリを利用して迅速かつ効率的に食品

衛生情報の提供を行います。

⑥ 食品衛生ミニ情報事業 ［郡山市］

市内のスーパーマーケット等の食品販売事業者の協力を得て、当該事業者の作成する

新聞折り込み広告チラシに、食品衛生に関する情報を掲載します。

⑦ 食中毒防止ポスターコンクール及びカレンダーの作成配布 ［郡山市］

市内の小学生を対象にポスターコンクールを実施するとともに、最優秀作品を採用

して翌年のカレンダーを作成し、関係施設に配布します。

⑧ 食品衛生講習会の実施 ［食品生活衛生課・中核市］

食品営業施設や集団給食施設等における営業者（設置者）や従事者を対象として、

衛生的な食品の取扱い等の食品衛生の知識の普及を目的として講習会を開催します。

また、これらの施設における食品衛生責任者の養成又は再教育を目的とした食品衛生

責任者養成（再教育）講習会を開催します。

さらに、一般消費者、食品関係事業者（団体）及び小・中学校等の教育機関からの依

頼に基づき、各保健所や食肉衛生検査所の職員が出張し衛生講習会（出前講座）を行い

ます。

＜食品衛生管理者＞

食品衛生法に基づき、食品営業者は、特に衛生上の考慮を必要とする

食品や添加物の製造・加工施設（食肉製品製造業、添加物製造業など）に

食品衛生管理者を設置することが義務づけられています。食品衛生管理者

は、一定の資格要件が必要です。

食品衛生管理者は、食品等の製造・加工施設が衛生的に行われるよう

施設における衛生管理や従事者の監督のほか、営業者に対し必要な意見

を述べることが求められています。

＜食品衛生責任者＞

食品営業者は、施設（上記の食品衛生管理者の設置を義務付けている

施設を除く）又はその部門ごとに、当該食品取扱者及び関係者のうちから、

食品衛生に関する責任者を定めることとされています。この責任者を食品

衛生責任者といいます。食品衛生責任者は、調理師等の有資格者の他、

食品衛生責任者養成講習会での所定の課程を修了した者がなることが

でき、営業者に対し公衆衛生上の助言や勧告を行うとともに、食品関係法令

に違反しないよう従業員を監督する役割を有しています。
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（２）食の安全に関するリスクコミュニケーションの促進

食の安全・安心について、行政、食品関連事業者及び消費者の相互理解を

図るため、情報及び意見の交換（リスクコミュニケーション）を行います。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品営業施設等・家庭における食中毒
発生件数 （再 掲） ２０件（26年度実績） ⇒ １０件以下

○ 講習会等で実施するアンケート調査において

「食の安全・安心が確保されている」と回答 ６３．２％ ⇒ 平成２６年度以上

した割合 （再 掲） （26年度実績）

【具体的な取組み】

① 食の安全・安心に関わる消費者・事業者・行政の懇談会の開催

［食品生活衛生課］

食中毒発生の危険性の高い夏季に、各保健所が、食中毒防止対策、食品衛生思想の

普及啓発を目的として、消費者及び食品関連事業者と食品衛生に関わる懇談会を開催

します。

② 郡山市食育推進協議会における情報、意見交換 ［郡山市］

関係者相互の理解を深め、食の安全確保の推進を図るため、消費者、生産者、製造者、

販売者及び学識経験者による情報、意見交換を行います。

③ 食の安全に関するフォーラム等の開催 ［いわき市］

食品の安全確保について、専門的かつ幅広い視野にたった基調講演、消費者、生産者、

食品関連事業者及び行政による意見交換を行います。

④ ～食のこども探検隊～（一日食品衛生監視員体験）の開催 ［いわき市］

小学校高学年の児童を対象に、一日食品衛生監視員としてスーパーマーケットでの

食品の取扱いや、食品を扱う人がどのような視点で食品を提供しているのかという点

を確認してもらいながら、食品衛生に関する知識や食品に対する関心を高めてもらう

ことを目的とする。

また、同時に食品衛生の基本である「衛生的な手洗い」を身につけてもらうことに

より、家庭における食品衛生の向上に繋げる。

⑤ ジュニア食品安全ゼミナール ［郡山市］

食品の安全性について興味を持ち、冷静に判断する目を育んでもらうため、

中学生を対象にグループ対抗のクイズや意見交換を内閣府食品安全委員会と共催

で行います。
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「リスク」とは、人への健康障害を与える危険性のことです。食品の

リスクは、食べ物を食べることによって、人の健康に悪影響が起きる可

能性とその程度（健康への悪影響が発生する確率とその影響の程度）で

す。ここでいう「リスクコミュニケーション」とは、消費者、生産者、

食品関連事業者などの関係者がそれぞれの立場から情報や意見を交換す

ることです。リスクコミュニケーションを行うことで、検討すべきリス

クの特性やその影響に関する知識が深められ、関係者間の相互理解につ

ながることが期待されます。

食の安全・安心を確保するためには、食品を供給する食品関連事業者、

食品を購入する消費者及び食品のリスク管理を行う行政が相互に情報を

共有し、信頼関係を築いていくことが必要です。

(３）食の安全に関する県民の意見の施策への反映

食の安全・安心は、行政による施策の実施だけでは達成できないことから、

広く県民の意見を施策に反映させるため、ふくしま食の安全安心推進懇談会や

県民からの意見提案など、県民のニーズの把握に努めます。

【具体的な取組み】

① ふくしま食の安全・安心推進懇談会の開催

［ふくしま食の安全・安心推進会議（関係各課・中核市）］

生産から流通、消費に至る食品の安全確保に関する情報及び意見の交換、検討を行い

相互理解を図るとともに、食の安全・安心の確保を推進するため、消費者、生産者・製造

者、流通業者、学識経験者及び行政との情報及び意見の交換を行います。

平成２３年３月の東日本大震災及び福島第一原子力発電所事故の発生に

より、食品の放射性物質汚染問題など食品をとりまく状況が大きく変化してい

ることから、平成２４年度より、これまでの「福島県食品安全推進会議」 （平

成１４年度設置）の名称を「ふくしま食の安全・安心推進会議」と改め、県民の

健康保護を最優先に、食品の安全の確保と食の安心を実現するため、「ふく

しま食の安全・安心に関する基本方針」 に基づき、「ふくしま食の安全・安心

対策プログラム」の進行管理などを実施していくこととしています。

ふくしま食の安全・安心懇談会では、消費者委員、生産者・製造者・流通業

者委員及び学識経験者委員により、県が策定する「ふくしま食の安全・安心

に関する基本方針」や「ふくしま食の安全・安心対策プログラム」などの施策

や食の安全・ 安心に係る情報等に関して意見交換や検討をいただくこととし

て います。
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（４）食育の推進

県民一人一人が、自らの「食」を見直し、望ましい食生活を実践し、生涯に

わたる健康の保持増進と豊かな人間性をはぐくむことができるように、家庭、

学校、地域が一体となって食育を推進するとともに、健康に配慮した食事を提供

する施設の増加等、食環境整備を推進します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食育推進計画を作成している市町村の割合 ７９．７％（26年度実績）⇒ 平成２６年度以上

○ 福島県食育応援企業団の登録数 １５社（26年度実績）⇒ 平成２６年度以上

【具体的な取組み】

① 市町村食育推進計画作成の促進 ［健康増進課］

食育基本法・食育基本計画及び第三次福島県食育推進計画に基づき、福島県民が生涯に

わたって安全・安心で健やかに暮らせるための食育を推進するため、事業の実施主体とな

る市町村における計画の作成を推進します。

② 健康に配慮した食環境整備の推進 ［健康増進課］

健康増進法・食育基本法に基づき、福島県民が生涯にわたって安全・安心で健やかに暮

らせるように、健康に配慮した食環境整備を推進します。

（計画の期間：平成２７年度～平成３２年度）

○ 基本目標

『食を通して ふくしまの 未来を担う 人を育てる』

～家庭、学校、地域が一体となった食育の推進～

○ 基本施策

【基本施策１】 健康な心と身体を育む食育の推進

めざす姿：家庭や学校、地域が一体となって、「健康な心と身体」

を育むための食育を推進します。

【基本施策２】 食と農の連携や食文化の継承を通した食育の推進

めざす姿：農林水産業や食産業等の体験や交流を通じて食文化を

継承するなど、「豊かな心」を育むための食育を推進しま

す。

【基本施策３】 食の安全・安心を重視した食育の推進

めざす姿：東日本大震災や原発事故の経験を踏まえ、食の安全・安

心に向けた判断力や行動力を促進するなど、「強く生きる

力」を育むための食育を推進します。
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３ 食品中の放射性物質対策に取り組み、

より一層の食の安全・安心を確保します。

（１）安全な食品の生産に向けた放射性物質対策

食品の安全性を確保するため、生産者や製造加工者自らが放射性物質に関す

る理解を深め、自主的に取り組むことが必要であることから、放射性物質対策を

含めた農林水産物の栽培管理に関する技術の普及、指導や加工食品の製造・加工

工程における安全管理に関する監視、指導を行い、安全な食品の生産と供給に努

めます。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品衛生法における放射性物質の基準値を
超過して出荷、流通販売された食品の件数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件
＜食品衛生法上の違反食品件数＞

【具体的な取組み】

① 食の安全・安心の推進（ＧＡＰの推進）《再掲》 ［環境保全農業課］

生産段階における県農産物の安全を確保するため、これまでに県内産地に導入したＧＡ

Ｐ（農業生産工程管理）をもとに、新たに放射性物質を管理項目として加え、県版ＧＡＰ

推進マニュアルの見直しを進めるとともに、これらの普及に努めます。

② 安全・安心きのこ栽培の推進《再掲》 ［林業振興課］

本県のきのこ生産者を対象に、県が市町村及び関係団体と協力して「福島県安心きのこ

栽培マニュアル」に基づく栽培方法の指導を実施します。このマニュアルは、より安心な

きのこを求める消費者の要望を応えるため、農薬等を一切使用しない栽培方法を基本とし

た栽培マニュアルであり、併せてＧＡＰ（農業生産工程管理）の実践にもつながる内容と

なっているもので、平成２４年度に放射性物質対策を盛り込んだ改訂版を作成しました。

このマニュアルに基づく栽培方法を普及指導することで、安全なきのこの生産と供給を

促進します。
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③ ふくしまの恵み安全・安心推進事業

［環境保全農業課、農産物流通課、水田畑作課、園芸課］

これまで農産物の安全性を確保するため県内産地が取り組んできたＧＡＰ（農業生産

工程管理）やトレーサビリティを基礎として、関係者一体となって、放射性物質の検査

を含めた新たな安全管理体制の構築を進めます。

また、ふくしまの恵み安全対策協議会（関係者団体及び県を構成員として平成２４年

５月に設立）が運営する放射性物質検査結果等の情報公開システム「ふくしまの恵み農

産物安全管理システム」により、消費段階での安全性の「見える化」を推進するなど、

県内産地の安全性確保の取組みへの理解促進を図ります。

トレーサビリティ（traceability）とは、物品の流通経路を

生産段階 から最終消費段階、或いは廃棄段階まで追跡が可能

な状態をいいます。日本ではＢＳＥ問題から牛肉に、事故米穀

問題から米・米加工品にトレーサビリティが義務化されました。

④ 食品製造施設の監視・指導《再掲》 ［食品生活衛生課・中核市］

食品の製造・加工を行う施設を監視し、食品衛生法上の放射性物質の基準値を超過した

食品が市場等へ出荷、流通されないよう、営業者等に対して、原材料の自主検査の実施や

納入業者からの検査成績書の徴収など原材料の安全性の確認に努めるとともに、製造・加

工工程由来の放射性物質汚染を防止するため、乾燥加工等による放射性物質の濃縮率を踏

まえた食品の製造・加工及び製造・加工場所や器具機材等の自主的な安全管理の実施につい

て助言、指導を行っていきます。
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（２）食品中の放射性物質検査と測定結果の情報発信

食の安全・安心を確保するため、生産、製造・加工、流通、消費の各段階に

おいて食品中の放射性物質の検査を積極的に実施して、安全な食品の出荷、流

通等を図るとともに、測定結果を迅速に情報発信して県民の健康保護に努めま

す。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 食品衛生法における放射性物質の基準値を

超過して出荷、流通販売された食品の件数 ０件（26年度実績） ⇒ ０件

＜食品衛生法上の違反食品件数＞ （再掲）

【具体的な取組み】

① 農林水産物等緊急時モニタリング事業

［環境保全農業課、水田畑作課、園芸課、畜産課、水産課、林業振興課］

農林水産物等の安全性の確保に向け、緊急時モニタリング検査を市町村や関係団体

と連携して実施するとともに、その結果を消費者、流通業者に迅速かつ的確に公表し

ます。

原子力発電所等に異常状態が生じ、放射性物質の大量放出が生ずるか

又はそのおそれのある場合には、「災害対策基本法」及び「原子力災害特

別措置法」に基づき、国、地方公共団体及び原子力事業者は、それぞれの

防災計画に従い所要の防護対策を講ずることとされています。

この防災対策の一環として、国の原子力安全委員会は、「原子力施設等

の防災対策について」(平成１２年５月一部改正。以下「防災指針」という。)

及び「防災指針」に基づき、「緊急時環境放射線モニタリング指針」（ 平成

１２年８月一部改正) を示し、これらの指針により、周辺環境の放射性物質

又は放射線に関する情報を得るため、緊急時における環境放射線モニ

タリングが実施されます。このモニタリングを「緊急時環境放射線モ

ニタリング 」又は単に「緊急時モニタリング」といいます。
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② 米の放射性物質全量全袋検査 ［水田畑作課］

食品衛生法上の基準値を超過する米が出荷、販売されることがないよう、

県内で生産される全ての米を対象に、放射性物質検査を実施し、検査結果

を速やかに公表します。

県は、検査が適正に行われるよう、検査の主体であ

る地域協議会等（市町村や関係機関・団体、集荷業者

等で構成する協議会）の実施体制の整備支援や検査業務管理を行うとともに、ふくしま

の恵み安全対策協議会と連携して、速やかに結果を公表します。

全量全袋検査の対象と方法

○ 全量全袋検査は、出荷販売する米をはじめ、

消費者に直接販売する米や飯米、縁故米など

全ての米が対象です。

○ 米袋には、それぞれ個別の番号が付けられ

たバーコードラベル（図１）を貼付しています。

○ 米を集荷した事業者又は生産者は、バーコー

ドラベルを貼付した米袋を全袋検査場に持ち込

み、検査を受けます。

○ 検査の結果、基準値以下であることを確認し

た米袋には、検査済ラベル（図２）が貼付され、

出荷が可能となります。
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③ 肉用牛の放射性物質全頭検査 ［畜産課］

牛肉の放射性物質検査については、県内及び県外でと畜される全ての肉用牛について、

市場流通する前の段階において実施しています。県内と畜については、郡山市にある株式

会社福島県食肉流通センターで全頭実施されていることから、当該センターの協力を得て、

サンプリングを実施した後、県農業総合センターにおいて放射性物質検査を実施しています。

また、県外と畜については、各と畜場や食肉卸会社等の協力を得て、サンプリングを実施

し、各と畜場の分析機関や福島県が指定する分析機関等において、放射性物質検査を実

施しています。

県内と畜・県外と畜いずれの場合においても、検査結果が判明するまでは、流通をストッ

プし、万一、食品衛生法上の基準値を超えたものについては、全て廃棄処分とすることで、

基準値を超える牛肉が市場に出回らないようにし、健康被害等の防止に努めています。

なお、検査結果は、速やかに報道機関へ情報提供するとともに、県のホームページにも

掲載しています。

○福島県内から出荷する牛全頭が対象です。
○出荷前に飼養管理が適正であると確認できた生産者のみ出荷できます。

○検査の結果、基準値以下の牛肉にのみ「放射性物質検査確認書」が発行
   され、市場流通されます。

肉用牛の放射性物質全頭検査の方法

廃 棄

肉用牛の全頭検査体制

牛出荷

県内と畜 県外と畜

検査結果

１００ベクレル

超過

１００ベクレル

以下

流 通

県内の肉用牛飼養農家

放射性物質検査放射性物質検査

放射性物質

検査確認書

検査委託先農業総合センター
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④ 豚肉等の放射性物質検査（出荷前の行政検査） ［郡山市］

市内と畜場において処理された豚、馬、めん羊等の各食肉（牛肉を除く）について、

放射性物質検査を実施し、食品衛生法上の基準値を超過した食肉の流通を未然に防ぎ、

食肉の安全・安心を確保します。

また、検査結果は速やかに郡山市Ｗｅｂサイトにて公表します。

放射性物質検査の方法

○出荷場所を問わずと畜場において処理された全生産者の各食肉が対象です。

○豚肉の場合は１農家最大５頭分を抽出し、豚肉以外の場合は全頭を郡山市食肉衛生

検査所でＮａＩシンチレーション検出器を用いてスクリーニング検査を実施します。

○スクリーニング検査結果が５０ベクレル／ｋｇ以上の場合は、郡山市保健所でゲル

マニウム半導体検出器を用いて精密な検査を実施します。

○検査結果が１００ベクレル／ｋｇ以下の食肉のみ流通されます。

⑤ 野生動物の放射性物質モニタリング調査事業 ［自然保護課］

県内で捕獲された野生鳥獣の肉の放射性物質検査については、一般社団法人福島県

猟友会に検体の採取、民間業者に検体のトリミングを委託して実施しています。調査

を継続して実施することで、狩猟関係者をはじめ県民の生活環境の安全・安心を確保

しています。

なお、検査結果は、速やかに報道機関へ情報提供するとともに、県のホームページ

にも掲載しています。

⑥ 加工食品等の放射性物質検査（出荷前・流通販売段階の行政検査）

［食品生活衛生課・中核市］

加工食品の放射性物質検査については、県内のすべての保健所により、県内産農林水

産物を原材料として製造・加工された食品を中心に、市場等へ出荷される前又は流通段

階において検査を実施しています。

これまでの検査結果を踏まえ、放射性物質濃度の高かった乾燥きのこ類（乾しいたけ、

乾燥きくらげ）、乾燥果実（あんぽ柿、干し柿等）、乾燥野菜（切り干し大根、いもがら

等）の他、菓子類、漬物、そうざいや清涼飲料水など多種にわたる製造・加工品の放射

性物質検査を実施し、食品衛生法上の基準値又は暫定規制値を超過した違反食品が市場

等へ出回らないようにするとともに、市場等に流通する食品の安全性を確認することで、

県民みなさんの健康被害を未然に防止することに努めています。
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なお、検査結果は、速やかに報道機関へ情報提供するとともに、県のホームページに

も掲載しています。

＜ゲルマニウム半導体検出器＞

⑦ 加工食品の放射能測定事業（事業者の自主検査） ［産業創出課］

県内の食品製造業における風評被害対策として、ハイテクプラザ及び

ハイテクプラザ会津若松技術支援センターにおいて、県内の食品加工業

者を対象とした加工食品の放射性物質の検査を行い、検査に伴う事業者

の負担軽減と検査の迅速化、検査頻度の向上を図ると

ともに、流通上の不安を払拭します。

⑧ 商工業者のための放射能検査支援事業（事業者の自主検査）

［産業創出課］

県内食品製造業者が身近で放射性物質検査を実施することができるよう、全県的な

検査体制を構築するため、県内の１０商工会議所と２６商工会に簡易放射性物質測定

器を配置し検査体制を維持するための補助を行い、風評被害の払拭と消費者への安全・

安心を提供します。

⑨ 自家消費野菜等放射能検査事業 ［消費生活課］

食品の安全・安心を確保するため、住民に身近な公共施設等に自家消費野菜、野生の

山菜・きのこ類及び飲用の井戸水・湧き水の放射性物質を分析するための放射能簡易分

析装置を整備し、無料で検査を行います。

検査は県（消費生活センター）及び各市町村が主体となり、検査窓口に住民から試料

（検体）を持ち込んでもらうことにより実施します。

検査結果については、各実施主体のホームページ等において公表します。

また、正確な検査結果を確保するため、検査の精度管理・操作員研修を行います。

＜NaIシンチレーションスペクトロ メーター＞
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⑩ 学校給食用食材の放射性物質検査 ［健康教育課］

児童生徒の安全･安心を確保するため、市町村及び県立学校

の学校給食用食材の放射性物質について検査を行います。

県は検査を実施する市町村に対し放射性物質検査機器に係る

校正費用を補助します。

⑪ 学校給食放射性物質モニタリング事業 ［健康教育課］

児童生徒等のより一層の安全・安心を確保する観点から、学校

給食における放射性物質の有無や量について把握するため、希望

する市町村の学校給食一食全体について事後検査を行います。

県は検査機関と委託契約を結び希望する市町村及び県立学校の

給食を検査し、市町村に試料代を支払います。

なお、本事業の実施に当たっては、関係機関と連携・協力するとともに、検査結果を

公表するなどの取組を併せて行います。

⑫ 日常食の放射性物質モニタリング調査 ［放射線監視室］

県内７方部において、一般家庭の日々の食事（日常食）に含まれる放射性物質

の濃度を調査し、県民の内部被ばく線量を推定・評価するための基礎資料を得る

ことにより、県民の安全・安心を確保します。

具体的には、家庭で調理した１日分の食事（朝・昼・夕及び間食）すべてを

１食分余分に作ってもらい、それをビニール袋に入れて返送してもらいます。

それらをよく混合した後、ゲルマニウム半導体検出器を使用して測定を実施します。

また、一部の検体については、放射化学分析により、放射性ストロンチウム濃度

を測定します。

なお、本事業の実施に当たっては、関係機関と連携・協力するとともに、調査結果

を公表するなどの取り組みを併せて行います。
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生産・流通・消費の各段階における様々な取組

平成２３年３月１１日に発生した東日本大震災及び東京電力福島第一原子

力発電所の事故に伴う放射性物質の放出により農産物等から放射性物質が相

次いで検出されるなど、本県における食の安全・安心が根底から脅かされる

事態となりました。

そのため、生産・流通・消費の各段階において、県民一丸となった様々な

取組がなされてきました。

生産段階においては、土壌反転耕やゼオライト等の散布、粗皮削りや高圧

洗浄機による除染など、生産者等のご努力により様々な対策が講じられてき

ました。

また、モニタリング検査や自主検査等により、暫定規制値や基準値を超過

した食品の流通を防止しています。

流通・消費段階においては、流通食品の検査や学校給食等における食材の

検査のほか、学校給食まるごと検査や日常食の検査など、県、市町村、民間

団体など県内の様々な機関により、食の安全・安心を確保するための検査が

行われています。

さらに、自家消費用食品を簡易分析するための検査体制も全市町村で整備

されるなど、食の安全・安心を確保する取組がなされています。
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（３）飲用水の放射性物質検査と測定結果の情報発信

水道水や飲用井戸水等の放射性物質検査を積極的に実施するとともに、

測定結果を迅速に情報発信して、飲用水の安全と安心を確保します。

【平成２９年度までの成果目標】

（代 表 指 標） （現 況 値） （平成２９年度）

○ 水道水・飲用井戸水における放射性物質の ０件（２６年度実績） ⇒ ０件
管理目標値を超過した件数

【具体的な取組み】

① 水道水の放射性物質モニタリング検査 ［食品生活衛生課］

「福島県飲料水の放射性物質モニタリング検査実施計画 に基づ

き、水道（用水供給）事業体の協力のもと、県内全ての水道水を

対象とした放射性物質のモニタリング検査を実施し、安全性の確

認に努めています。

なお、検査結果は、報道機関へ情報提供するとともに、県ホームページに掲載

しています。

② 飲用井戸水等の放射性物質モニタリング検査 ［食品生活衛生課・中核市］

警戒区域や計画的避難区域等における井戸や湧水等を水源とす

る水道水以外の飲料水について、定期的な放射性物質のモニタリ

ング検査を実施し、安全性の確認を行うとともに、検査結果につ

いて県ホームページ等を活用し情報の提供に努めます。
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(４）食品中の放射性物質対策に伴う情報共有と

リスクコミュニケーションの促進

放射性物質対策に関する最新情報を提供するとともに、放射性物質についての

正しい知識の普及を図り、放射性物質に関する県民の疑問や不安解消に努めます。

【具体的な取組み】

① 食の安全・安心アカデミーの開催 ［消費生活課］

県が主体となり、一般消費者を対象とした放射能の正しい知識についてシンポジウム

形式での説明を通して、放射能に関する理解に努めます。

② 食品等の放射能に関する説明会（リスクコミュニケーション） ［消費生活課］

県は、市町村等とともに、一般消費者を対象とした放射能の正しい知識について

学習していただくための説明会を開催します。説明会では、市町村の要望に応じて

放射能簡易検査の実演を行うことにより、放射能に関する理解の促進に努めます。
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③ ふくしまの恵み安全・安心推進事業 《再掲》

［環境保全農業課、農産物流通課、水田畑作課、園芸課］

これまで農産物の安全性を確保するため県内産地が取り組んできたＧＡＰ（農業生産

工程管理）やトレーサビリティを基礎として、関係者一体となって、放射性物質の検査

を含めた新たな安全管理体制の構築を進めます。

また、ふくしまの恵み安全対策協議会（関係者団体及び県を構成員として平成２４年

５月に設立）が運営する放射性物質検査結果等の情報公開システム「ふくしまの恵み農

産物安全管理システム」により、消費段階での安全性の「見える化」を推進するなど、

県内産地の安全性確保の取組みへの理解促進を図ります。

④ 飲用井戸水等の安全利用のための普及啓発 ［食品生活衛生課］

飲用井戸水等の使用に当たっての放射性物質対策に関する内容や、住民帰還後の飲用

井戸水等の使用再開に向けた留意事項等を記載したパンフレットを作成するなど、安全

な井戸の使用に向けた情報の提供と普及啓発を図ります。

⑤ 「ふくしま新発売。」農林水産物モニタリング情報 ［農産物流通課・食品生活衛生課］

県産農林水産物について、県がこれまでに実施したすべての放射性物質モニタリング

検査の結果等を、品目別、地域別、地図などの多彩な項目から簡単に検索してご覧いた

だけるシステムを導入して、福島県のホームページに掲載しています。

また、平成２４年８月より、加工食品の検査結果についても、ご覧頂けるようになり

ました。

なお、英語による検索にも対応してます。
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⑥ 山菜・きのこによる食中毒防止等の啓発活動 《再掲》 ［林業振興課］

放射性物質検査により出荷等が制限されている山菜・きのこに関する情報提供や

山菜・きのこによる食中毒防止のため、県内直売所や県民を対象に関係機関を通じた

注意喚起や県ホームページなどによる普及啓発を行います。

⑦ 食品衛生講習会の実施 《再掲》 ［食品生活衛生課・中核市］

食品営業施設や集団給食施設等における営業者（設置者）及び従事者を対象として、

放射性物質に関する食品衛生法上の基準値、検査体制や検査結果などについて、正し

い知識を習得してもらえるよう、衛生的な食品の取扱い等の食品衛生の知識と併せて、

講習会を開催します。

また、これらの施設における食品衛生責任者の養成又は再教育

を目的とした食品衛生責任者養成（再教育）講習会や一般消費者、

食品関係事業者（団体）からの依頼に基づき、開催される衛生講

習会（出前講座）においても上記の放射性物質に関する説明を行います。

⑧ 食の安全・安心に関わる消費者・事業者・行政の懇談会の開催 《再掲》

［食品生活衛生課］

食中毒発生の危険性の高い夏季に、各保健所が、食中毒防止対策、食品衛生思想の

普及啓発を目的として、消費者及び食品関連事業者と食品衛生に関わる懇談会を開催

します。

本懇談会においては、各保健所による放射性物質に関する食品衛生法上の基準値、

検査体制及び検査結果などに係る知識・情報の提供、食品関連事業者による安全な食

品の製造・加工への取組みの情報提供や消費者からの意見をお聞きするなど、互いに

情報と意見の交換を行い、相互理解を図ることをもって、食の安全・安心の確保に努

めていきます。
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⑨ 食の安全に関するフォーラム等の開催 《再掲》 ［いわき市］

食品中の放射性物質については、基準値の設定、検査体制の整備、

生産現場での対策等が行われていますが、現在も市民の中には、放射

性物質からの影響に大きな不安を抱える方々が依然としており、食の

安全に関するフォーラム等を開催することにより、食品の安全確保

について、専門的かつ幅広い視野に立った基調講演、消費者、生産者、

食品事業者及び行政による意見交換等を行い、市民のより一層の理解

と安心を得ていただけるよう、放射性物質に関する食の安全・安心に

対する不安等の解消や情報の共有化を図ることに努めています。

⑩ ふくしま食の安全・安心推進懇談会の開催 《再掲》

［ふくしま食の安全・安心推進会議（関係各課・中核市）］

生産から流通、消費に至る食品の安全確保に関する情報及び意見の交換、検討を行

い相互理解を図るとともに、食の安全・安心の確保を推進するため、消費者、生産者・

製造者、流通業者、学識経験者及び行政との情報及び意見の交換を行います。
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(５）食品中の放射性物質対策に関する調査研究の推進

食の安全・安心を確保するため、食品中の放射性物質の除去や低減等の技術

開発、調査研究等の推進を図ります。

【具体的な取組み】

① 加工食品の放射性物質測定に関する調査 ［食品生活衛生課・薬務課］

食品の放射性物質の検査方法については、国から示されていますが、水戻しや熱水に

より抽出して飲食する加工食品（乾燥野菜、乾燥茶など）の検査法は、これまで一部の

食品のみしか示されていないため、これらの加工食品の重量変化率を明確にした検査法

の確立に向けて、科学的データを収集し、得られた知見や情報を国、関係機関へ提供し

ていきます。

② 放射性物質除去・低減技術開発事業 ［農業振興課］

国と連携して農地の土壌調査を継続的に実施し、放射性物質濃度マップの更新と

公表を行うとともに、農地や森林等の除染技術や農林水産物における放射性物質の

吸収抑制技術等の開発を行い、得られた知見や情報、対策技術を農林漁業者や関係

機関へ提供していきます。
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１ 数値目標について

(1) 成果指標を目標値として設定する。

成果指標は、実施する事業の結果、どのような成果を上げるかを数値化したものであるが、

現実とかけ離れた希望的な数値ではなく、現実的な数値を設定する。

(2) 事業ごとに可能な限り目標値を設定し、当該目標値を各施策の代表的指標として最終年度

に評価を行う。

(3) 基準値については、直近の実績等を踏まえて各指標ごとに設定する。

２ 評価の方法について

施策ごとに次の方法により最終年度に評価を行う。

(1) 代表的な成果指標を設定している施策の評価

代表的な成果指標について、その達成度を３「目標値の達成度の判断基準」に従ってＡＢ

Ｃで評価する。また、施策の進捗状況や今後の方向性などについて各事業の実施状況等によ

り評価する。

(2) 代表的な成果指標を設定していない施策

施策の進捗状況や今後の方向性などについて各事業の実施状況等により評価する。

３ 目標値の達成度の判断基準

(1) 評価Ａ： 実績値≧目標値

～実績値が、目標値に対して計画どおり又はそれ以上に達成している場合。

(2) 評価Ｂ： 基準値≦実績値＜目標値

～実績値が、基準値以上であるが、目標値には至らない場合。

(3) 評価Ｃ： 基準値＞実績値

～実績値が、基準値に比べて下降している場合。

評価

Ａ

最終年度目標値

Ｂ

基準値

Ｃ

現 況 最終年度

※ 施策の評価について


